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特 集 

 平成 30 年度 社会福祉分野予算案の主要事項～地域共生、生活困窮、保育・社会的養護、

障害、介護、福祉人材 

●地域共生社会構築、生活困窮者自立支援法関連等●子ども・子育て支援新制度に総額 2 兆 5,885

億円を確保―前年度比 5.4％●児童虐待防止・社会的養育、ひとり親家庭支援関係予算は微増●障害

福祉サービス等報酬のプラス改定をふまえ、制度・サービスの充実をはかる～障害福祉関係●介護保険制度

による介護サービスの確保と地域包括ケアシステムの実現に向けて●福祉人材確保関係 
 

Topics 

 年頭にあたり 全社協会長 斎藤 十朗 
 

 地域共生社会の実現に向けた社会保障・福祉制度改革に向けた取組み等を確認～政策委員会幹事会

（第 5回） 
 

 地域における乳幼児期からの子ども・家庭支援を考える～平成 29年度 子どもの育ちを支える、子ども・子育

て全国フォーラム 
 

 平成 29年度施設長実学講座（第４回）を開催～日本福祉施設士会 

 

 身障協の重点課題「障害者の権利擁護・虐待防止」を焦点に～第 7回職員スキルアップ研修会 
 

 リスクマネジメントへの理解を深め、さらなる取組強化をはかる～平成 29年度上級リスクマネジャー養成講座 
 

 組織内のキャリアパス構築に向けた方法を学ぶ～福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程 上級管理者研

修会 

 

社会保障・福祉政策情報 
全社協 1 月日程 
インフォメーション 

利擁護・虐待防止セミナ
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↑URL をクリックするとアクションレポート臨時号へジャンプします。 

 

 

 

■ 平成 30年度 社会福祉分野予算案の主要事項～地域共生、

生活困窮、保育・社会的養護、障害、介護、福祉人材 
政府は平成 29 年 12 月 22 日（金）の閣議で平成 30 年度予算案を決定しました。 

政府予算案、厚生労働省予算案の概要については、アクションレポート臨時号（平

成 29 年 12 月 25 日発行）をご参照ください。 

http://zseisaku.net/ActionReport/ActionReport_rinji1225-1.pdf 

 

本特集では、厚生労働省予算案の主要事項について分野ごとに詳説します。 

 

 地域共生社会構築、生活困窮者自立支援法関連等 

 

1．「地域共生社会の実現」に向けた包括的な支援体制構築の推進に26億円を計上 

地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律

（平成29年法律第52号）における改正社会福祉法の成立・公布に基づき、平成29

年12月12日、「社会福祉法に基づく市町村における包括的な支援体制の整備に

関する指針」（告示）及び関係通知が発出されました。この改正社会福祉法をふま

え、住民、行政や関係機関が共同して包括的な支援体制をつくるための推進事

業予算として26億円（対前年度6億円増）が計上されています。 

これは平成29年度にも実施された「我が事・丸ごと」の地域づくりの強化に向け

た取組みの推進事業（地域力強化推進事業、多機関の協働による包括的支援体

制構築事業）を継続するもので、市町村の創意工夫ある取組支援の拡充に向け

て全国150ヵ所での実施を見込み予算化されているものです。事業の実施主体は

市町村となり、補助率3／4はこれまでどおり変更ありません。 

 

2．生活困窮者自立支援の強化に432億円を計上 

生活困窮者自立支援制度については、制度見直しに向けた検討が社会保障

審議会・生活困窮者自立支援及び生活保護部会において行われ、12月15日に

報告書がとりまとめられました。平成30年通常国会に生活困窮者自立支援制度及

び生活保護制度の一体的な見直しに係る関連法案が提出される予定です。それ

らをふまえ、平成30年度は生活困窮者自立支援の強化として432億円（対前年度

32億円増）を計上、以下の事業等が実施・拡充されます。 

特 集 

http://zseisaku.net/ActionReport/ActionReport_rinji1225-1.pdf
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○自立相談支援事業、家計相談支援事業、就労準備支援事業の一体的実施の

推進 

・自立相談支援事業と両事業を連続的・一体的に実施した場合は、家計相談支援

事業の補助率を1／2から2／3に引き上げ（法改正事項） 

・家計相談支援事業及び就労準備支援事業の全国実施推進のための都道府県

による事業実施体制の支援    等 

○子どもの学習支援事業の推進【一部新規】 47億円 

・高校を中退した人・中学卒業後進学していない人などを含めた「高校生世代」へ

就職・再就学・進学などの進路選択の基礎づくりのための支援の充実 

・小学生がいる世帯への巡回支援等の実施 

○就労準備支援・ひきこもり支援の充実【新規】 13億円 

・ひきこもりの人などに対する訪問支援（アウトリーチ)等による早期からの継続的な

個別支援の実施 

○生活保護受給者に対する家計相談支援の強化【新規】 2.3億円 

○居住支援の推進【新規】 2億円 

・社会的孤立状態にある生活困窮者に対して、一定期間、居住訪問等による見守

り・生活支援を行うなど地域で住み続けられるよう居住支援を推進 

 

【平成 30 年度予算案の概要（社会・援護局（社会））】 

http://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/18syokanyosan/dl/gaiyo-10.pdf 

 

 

 子ども・子育て支援新制度に総額 2 兆 5,885 億円を確保―前年度

比5.4％増 

子ども・子育て支援新制度の実施（一部社会保障の充実分含む）には、総額で 2兆

5,885 億円が確保され、前年度に比して 5.4％の増となりました。 

このうち、子どものための教育・保育給付は、9,031 億円（29 年度は 7,928 億円）に

拡充され、平成29年人事院勧告を反映した処遇改善のための30年度公定価格の設

定（保育士平均＋1.1％）や、幼児教育の段階的無償化等が盛り込まれました。 

 

○子どものための教育・保育給付 9,031 億円の内訳 

・子どものための教育・保育給付費負担金 8,977 億円（29 年度 7,879 億円) 

施設型給付、委託費(認定こども園、幼稚園、保育園に係る運営費) 

地域型保育給付(家庭的保育、小規模保育、事業所内保育、居宅訪間型保育に係 

る運営費) 

↑URL をクリックすると厚労省のホームページへジャンプします。 

http://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/18syokanyosan/dl/gaiyo-10.pdf
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○子どものための教育・保育給付費補助金 54 億円（29 年度 49 億円) 

認可保育園等への移行を希望する認可外保育施設に対する運営費支援の補助基 

準額について引き上げるとともに定員規模に応じて設定する仕組みとする。また、 

認定こども園への移行を希望して長時間の預かり保育を行う幼稚園に対し、特定教 

育・保育施設への移行を前提として運営に要する費用について支援を行う。 

 

地域子ども・子育て支援事業は 1,356 億円(29 年度は 1,239 億円)で、放課後児童

クラブの定員を 2019 年度末までに約 30 万人分拡充するための整備費などを主な内

容としています。 

また、「0.7 兆円の範囲で実施する事項」として整理された「質の向上」の事項につい

ては、平成 30 年度予算(案)においても引き続きすべて実施されます。 

 

待機児童解消に資する保育の受け皿を確保するため、保育園等の整備などによる

受入児童数の拡大をはかるとともに、それに伴って必要となる保育人材を確保するた

め、定員規模に応じた保育補助者の雇上げ支援額の拡充や、保育園等に勤務する

保育従事者等に係る保育士資格取得支援における対象者の拡大などが推進されま

す。 

○保育の受け皿拡大  889 億円（6.5 万人分を確保）（29 年度 689 億円） 

○保育人材確保のための総合的な対策 

・保育補助者雇上強化事業 【拡充】 

【事業内容】保育園等における保育士の業務負担を軽減し、保育士の離職防止 

を図ることを目的として、保育士の補助を行う保育補助者の雇上げに 
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必要な費用を補助する。 

【実施主体】市町村 

【補助額】＜現行＞ 年額 221.5 万円（短時間勤務 1名分） 

＜平成 30 年度予算案＞ 

定員 121 人以上の施設が 2名の保育補助者の雇い上げができるよ 

う、補助額を引き上げ（年額 443 万円） 

【保育補助者の要件】 

＜現行＞ 子育て支援員研修等の必要な研修を受講した者等 

＜平成 30 年度予算案＞ 

保育園等での実習（40 時間想定）を修了した者を補助対象とできる 

よう、要件を緩和 

 

・保育体制強化事業  【拡充】 

【事業内容】清掃業務や遊具の消毒、給食の配膳、寝具の用意、片付けといった 

保育に係る周辺業務を行う者の配置の支援を行い、保育士の業務 

負担の軽減を図る。 

【実施主体】すべての市町村（29 年度までは待機児童解消加速化プラン参加市 

町村のみ） 

【補助単価】1 か所当たり月額 9万円 

【対象施設】保育園、幼保連携型認定こども園（29 年度までは保育所のみ） 

 

・保育士資格の取得支援 【拡充】 

（養成校ルート） 

保育園等に勤務する保育従事者の保育士資格取得支援のため、保育士養成 

施設における受講料（1／2 相当。上限 30 万円）と、受講に伴い必要となる代 

替職員の雇い上げに必要な費用を支援。 

【対象者】非常勤職員を含む全ての職員に対象者を拡大（29 年度までは常勤 

職員のみ） 

 

・保育士試験による資格取得支援事業 【拡充】 

（試験ルート） 

保育士試験の合格を目指すものに対し、保育士試験受験のために学習に要し 

た経費（教材費等）の 1／2（上限 15 万円）を支援。 

【支給対象期間】支給対象期間を拡大し、2年前までに要した費用を補助 （29 

年度までは、保育士試験（筆記試験）から起算して1年前まで 

に要した費用） 
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また、「広域的保育園等利用事業」における自宅等から保育園等への直接送迎の

実施について拡充されるとともに、新たに、家庭的保育事業における複数の事業者・

連携施設による共同実施の支援策が織り込まれました。 

平成29年度から実施されている、医療的ケア児保育支援モデル事業〔＊〕は、対象

箇所が 60 ヵ所に倍増されます（29 年度 30 ヵ所） 

〔＊〕保育園等の利用を希望する医療的ケアを必要とする子どもの受入体制の整備

をすすめるため、地方自治体における看護師配置や保育士のたん吸引等に

係る研修受講等を支援する。 

○広域的保育園等利用事業 【拡充】 

【事業内容】近隣に入所可能な保育園等が見つからない児童に対し、自宅から遠 

距離にある保育園等でも通所を可能にするため、送迎バス等を活用し 

た保育園等への送迎を実施する。 

また、新たに、送迎センターを経由せずに保育園等に直接送迎するこ 

とを可能とするほか、送迎センターの設置のための改修等を支援する。 

【実施主体】市町村 

【補助単価】①従来型保育士等雇上費 500 万円、運転手雇上等費 500 万円、事業 

費 1,000 万円 

②直接送迎型 【拡充】 保育士等雇上費 500 万円、運転手雇上等費 

500 万円、事業費 100 万円 

※この他、バス等購入費 1,500 万円（又は借上費 750 万円） 

③送迎センターの改修【拡充】 720 万円 

なお、12月 8日に閣議決定された 2兆円規模の「新たな経済政策パッケージ」に関

連して、子ども・子育て支援法に定める拠出金率の上限を0.25％から0.45％に変更す

るための法改正を次期通常国会にて行い、増額0.2％分（0.3 兆円）を「子育て安心プ

ラン」の実現に必要な企業主導型保育事業と保育の運営費（0～2 歳児相当分）に充

てることとされました。 

上記拠出金率の引上げは段階的に実施することとし、平成 30 年度は、0.29％（現

行＋0.06％）とされます。 

一方、文部科学省予算では、幼児期の教育内容等の充実の項目が0.3億円（29年

度は0.2億円）に微増しました。その内容として、幼稚園における 2歳児の円滑な受入

れのための調査研究が新規事項として設定され、具体的には、幼稚園等における 2

歳児の円滑な受入方法等についての調査研究を行い、2歳児から 3歳児への切れ目

ない対応（幼稚園接続保育）の実施を推進するとともに、幼稚園等における待機児童

解消に向けた取組みを推進するとされています。 

平成 30 年度子ども・子育て支援関連の予算資料は、以下 URL からご覧になれま

す。 
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○内閣府：平成 30 年度予算（案）の概要 

http://www.cao.go.jp/yosan/soshiki/h30/yosan_gai_h30.pdf 

○平成 30 年度厚生労働省予算案の概要 

http://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/18syokanyosan/dl/01-01.pdf 

○平成 30 年度予算案の概要（子ども家庭局） 

http://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/18syokanyosan/dl/gaiyo-09.pdf 

○厚生労働省 子ども家庭局 保育課：平成 30 年度保育対策関係予算（案）の概要 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000123466.html 

 

◆参考：平成 29 年度補正予算（案）の主な内容は、次のとおりです。 

○保育園等の整備の推進 643 億円 

市町村が策定する整備計画に基づき、保育園、認定こども園及び小規模保育事

業所に係る施設整備や改修による保育の受け皿整備に要する経費に充てるため、

市町村に交付金等を交付する。また、「子育て安心プラン」に基づき、意欲のある自

治体の取組みを支援するため、補助率を嵩上げ（1／2→2／3）し、保育の受け皿の

整備を推進する。 
 

○保育園等における ICT 化推進事業  13 億円 

保育士の業務負担軽減をはかるため、保育計画や保護者との連絡、子どもの登

降園管理等の業務に係るシステムの購入費用について支援する。 

【実施主体】市区町村 

【補助単価】1 施設当たり 100 万円 

・業務負担が軽減される例 

≪保育に関する計画・記録≫ 

手書きで作成していた各期間（年・月・週・日）ごとの指導計画や保育日誌に 

ついて、システムにより、関連する項目が自動的に入力される。 

≪登降園管理≫ 

手作業で行っていた子どもの出欠状況の集計や延長保育料金の計算につ 

いて、タッチパネル式の機器の導入により、登園・降園時間がシステムで管 

理され、出欠状況の集計や延長保育料金の計算が自動的に行われる。 
 

○保育園等における事故防止推進事業  3.1 億円 

保育における重大事故については、睡眠中等の場面で発生しやすいことから、保

※後日更新予定。 

http://www.cao.go.jp/yosan/soshiki/h30/yosan_gai_h30.pdf
http://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/18syokanyosan/dl/01-01.pdf
http://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/18syokanyosan/dl/gaiyo-09.pdf
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000123466.html
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育所等が、事故防止のために活用できる備品を購入することを支援する。 

・備品の例 

無呼吸アラーム：乳幼児の呼吸や心肺の動きの低下を関知した場合にアラー 

ム音とランプにより警告 

午睡チェック：乳幼児の身体の動きの回数の低下やうつぶせ寝状態に御なっ 

たことを関知した場合にアラーム音とランプにより警告 

バウンサー：睡眠中も仰向けになり、顔が見えるため無資格者にも子どもの観 

察が容易なベビーチェア 

【実施主体】市区町村 

【補助単価】子ども 1 人当たり 3 万円 
 

 児童虐待防止・社会的養育、ひとり親家庭支援関係予算は微増 

家庭福祉対策関係予算案の総額は、4,897億円（平成29年度予算額 4,860億円）

であり、全体としては前年度に比べ微増という内容となりました。 

予算案は、新たな社会的養育の在り方に関する検討会が提言した「新しい社会的

養育ビジョン」をふまえた児童虐待防止対策の推進・社会的養育の充実と、ひとり親家

庭等の自立支援とDV対策等推進の二本の柱で構成されています。 

児童虐待防止対策関係予算・社会的養育関係予算は、児童入所施設措置費等に

1,266億円（平成29年度額1,227億円）、児童虐待・DV対策等総合支援事業に159億

円（同154億円）、次世代育成支援対策施設整備交付金に71億円（同66億円）などビ

ジョンの提言内容などをもとにした従前予算の拡充を主とし、一部新規予算が計上さ

れています。とくに里親支援関連や乳児院等の多機能化推進予算の新規確保が目

立っています。 

ひとり親家庭等自立支援、DV対策関係予算も同様に従前予算の拡充が中心です。

児童扶養手当は、全部支給対象者の拡大や手当額の算定基礎における控除範囲を

拡大し、1,711億円（平成29年度予算額1,784億円）を計上、生活応援関連事業など母

子家庭等対策総合支援事業に122億円（同114億円増）となりました。 

以下、主要な拡充・新規事項を紹介します。 

Ⅰ「新しい社会的養育ビジョン」を踏まえた児童虐待防止対策の推進及び社会的養

育の充実 

１.児童虐待の発生予防 

○妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援【拡充】 

特定妊婦等への支援の強化をはかるため、平成29年度予算で創設した産前・産後

母子支援事業（モデル事業）の対象に、看護師配置による居住支援・養育支援等を新

たな支援体制モデルとして対象に加える。 

（児童虐待・DV対策等総合支援事業 159 億円の内数） 
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2.児童虐待発生時の迅速・的確な対応 

○児童相談所の体制強化等【拡充】 

児童相談所・市町村における安全確認体制の強化、従事者の質の向上、中核市及

び特別区等における児童相談所の設置促進など。 

（児童虐待・DV対策等総合支援事業 159 億円の内数） 

○適切な環境における子どもへの対応【拡充】 

一時保護所が担う行動観察や短期入所指導の機能を充実・強化するための一時

保護対応協力員の配置に要する費用補助、一時保護所の整備推進費用。 

（児童虐待・DV対策等総合支援事業 159 億円の内数） 

（次世代育成支援対策施設整備費交付金 71 億円の内数） 
 

3.被虐待児などへの支援 

○家庭養育等の推進【新規】【拡充】 

・里親支援事業の充実【拡充】 

新規里親委託件数に応じた加算設定、親子関係再構築に向けた実親との面会 

交流支援の新規追加。 

・特別養子縁組民間あっせん機関助成事業の創設【新規】 

（児童虐待・DV対策等総合支援事業 159 億円の内数） 

・特別養子縁組民間あっせん機関職員研修事業の創設【新規】 

（特別養子縁組民間あっせん機関職員研修事業 19 百万円） 

・里親制度・特別養子縁組制度の普及促進【拡充】 

（里親等広報啓発事業 60 百万円） 

・乳児院等における里親支援の取組促進【拡充】 

積極的な里親支援を行う体制構築のため、児童入所施設措置費等の運用改 

善。 

（児童入所施設措置費等 1,266 億円の内数） 

○施設の小規模化・多機能化等の推進【新規】【拡充】 

・児童養護施設の小規模化・地域分散化等の推進【拡充】 

小規模グループケアの設置か所数等の制限を廃止するとともに、施設整備費や 

既存建物の賃借料に対する助成等を行う。 

（児童入所施設措置費等 1,266 億円の内数） 

（次世代育成支援対策施設整備費交付金 71 億円の内数） 

・乳児院等における一時保護機能の強化【拡充】 

（児童入所施設措置費等 1,266 億円の内数） 

・乳児院等多機能化推進事業の創設【新規】 

（児童虐待・DV対策等総合支援事業 159 億円の内数） 
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 ○被虐待児などへの自立支援の充実【新規】【拡充】 

・社会的養護自立支援事業等の充実【拡充】 

（児童虐待・DV対策等総合支援事業 159 億円の内数） 

・入所児童の予防接種費用の実費分の支弁【新規】 

・児童用採暖費の対象拡大【拡充】（自立援助ホームを追加） 

（児童入所施設措置費等 1,266 億円の内数） 
 

Ⅱ ひとり親家庭等の自立支援及びＤＶ対策等の推進 

〔ひとり親家庭等の自立支援の推進〕 

1.生活を応援 

○児童扶養手当の支給【拡充】 

全部支給に係る所得制限限度額を収入ベースで 130 万円から 160 万円に引き上

げる（扶養親族等が 1人の場合）。また、手当額の算定基礎となる所得額から、公共用

地の取得に伴う土地代金や物件移転料等を控除する。2018（平成 30）年 8 月分から

実施予定。 

（児童扶養手当給付費負担金等 1,711 億円） 

○母子父子寡婦福祉資金貸付金【拡充】 

新たに大学院に就学するために必要な経費の貸付けに係る資金を創設。 

（母子父子寡婦福祉資金貸付金 32 億円） 

○未婚のひとり親家庭の母（父）に対する寡婦（夫）控除のみなし適用【新規】 
 

2.仕事を応援 

○就職に有利な資格の取得支援 

・母子家庭等自立支援給付金事業－高等職業訓練促進給付金の充実【拡充】 

（母子家庭等対策総合支援事業 122 億円の内数） 

〔配偶者からの暴力（DV）防止など婦人保護事業の推進〕 

○婦人相談員手当の拡充【拡充】 

（児童虐待・DV対策等総合支援事業 159 億円の内数） 

○若年被害女性等支援モデル事業（仮称）の創設【新規】 

（児童虐待・DV対策等総合支援事業 159 億円の内数） 

○売春防止活動・DV対策機能強化事業の充実【拡充】 

・婦人相談所一時保護所入所者個別対応強化事業の創設 

（児童虐待・DV対策等総合支援事業 159 億円の内数） 

○婦人保護施設等における支援の充実【拡充】 

（婦人保護施設措置費等 23 億円の内数） 

【平成 30 年度予算案の概要（子ども家庭局）】 

http://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/18syokanyosan/dl/gaiyo-09.pdf 

↑URL をクリックすると厚労省のホームページへジャンプします。 

http://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/18syokanyosan/dl/gaiyo-09.pdf
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 障害福祉サービス等報酬のプラス改定をふまえ、制度・サービスの充実

をはかる～障害福祉関係 

障害保健福祉部関係の予算案は、総額 1 兆 8,648 億円（前年度比 1,162 億円増・

6.6％増）であり、その内の障害福祉サービス関係費は 1兆 3,810 億円（同 1,154 億円

増・9.1％増）となっています。 

本年は、診療・介護・障害福祉サービスの3報酬のトリプル改定の年として関係者の

注目を集めましたが、結果として障害福祉サービス等報酬の改定率はプラス 0.47％と

なりました。今後ますます利用者の高齢化・重度化がすすむこと、精神障害のある方

への一層の支援が求められること、介護・福祉人材の不足が喫緊の課題となっている

ことなど、さまざまな課題があるなか、報酬改定の方向性としては、目に見えるエビデ

ンスを根拠としたメリハリのある基準づくりが検討されています。 

来年度の障害福祉関係の主な施策として、「良質な障害福祉サービス、障害児支

援の確保」では、改定率＋0.47％をふまえ、1 兆 3,317 億円が計上されました（うち

2,320 憶円が障害児支援関係）。医療的ケアを必要とする利用者の増に対応するため、

生活介護における常勤看護職員等配置加算の拡充や、短期入所における医療的ケ

アが必要な障害児者の受け入れ支援がはかられます。食事提供体制加算（経過措置）

については、報酬改定の当初の議論では厚生労働省より経過措置を延長しない方向

性が提案されましたが、関係団体や国会議員等の反対を受けて、食事提供に関する

実態等についての調査・研究を充分行ったうえで、今後の報酬改定において対応を

検討することとし、今改定では継続することとなりました。 

国を挙げて取組んでいる共生社会の実現に向けては、「心のバリアフリー」を広める

取組みを推進する他、新規事業として「障害福祉従事者等に対する共生社会の基本

理念の普及啓発」が予算化されました。障害福祉従事者や事業経営者等があらため

て共生社会の見本理念等を学び、実践につなげていくことをめざした研修が実施され

ます。 

「地域移行・地域定着支援などの精神障害者施策の推進」については、精神障害

にも対応した地域包括ケアシステムの構築や精神科救急医療体制の整備、心神喪失

者等医療観察法に基づく医療提供体制の整備等の施策が挙げられ、212億円が計上

されています。 

「障害者に対する就労支援の推進」にあたっては 12 億円が計上され、経営改善や

商品開発、ICT の活用などを支援することにより工賃向上をめざす取組みの推進や、

農福連携、障害者就業・生活支援センター事業の推進が挙げられています。 

障害者に対する就労支援については、職業安定局が所管する障害者雇用施策関

係予算もあり、平成 30 年度は、前年度比 5.3 億円増の 313.7 億円が予算化されてい
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ます。施策の主要な柱としては、①平成 30 年 4 月からの法定雇用率引き上げに伴う

就労支援の強化、②多様な障害特性に対応した就労支援の強化、③障害者差別の

禁止及び合理的配慮の提供に係る事業主支援と総合支援の充実が挙げられており、

就労支援及び定着支援の充実・強化がはかられることとなっています。 

障害福祉関係予算案の主な事項 

良質な障害福祉サービス、障害児支援の確保 1兆3,317億円 

地域生活支援事業等の拡充【一部新規】 493億円 

障害福祉サービス提供体制の整備 72億円 

医療的ケア児に対する支援【一部新規】 1.8億円 

芸術文化活動の支援の推進 2.8億円 

障害者自立支援機器の開発の促進【一部新規】 1.5億円 

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 5.6億円 

発達障害児・発達障害者の支援施策の推進【一部新規】 4.1億円 

障害者に対する就労支援の推進【一部新規】 12億円 

依存症対策の推進【一部新規】 6.1億円 

障害福祉サービス事業所等の災害復旧に対する支援（復興） 0.6億円 

被災地心のケア支援体制の整備（一部復興） 19億円 

※ （復興）と記載のあるものは、「東日本大震災復興特別会計」計上項目 

【平成 30 年度予算案の概要（障害保健福祉部）】 

http://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/18syokanyosan/dl/gaiyo-12.pdf 

 

 

 介護保険制度による介護サービスの確保と地域包括ケアシステムの実

現に向けて 

平成 30 年度介護報酬改定は、地域包括ケアシステムの推進や質の高い介護サー

ビスの実現、多様な人材確保と生産性の向上、介護事業者の安定的経営の確保の視

点をふまえ、プラス 0.54％の改定率となりました。 

これを受け、平成 30 年度予算案では、地域支援事業の推進（一部社会保障の充

実（消費税率引上げによる増収分））1,988 億円を含め、「介護保険制度による介護

サービスの確保」として 2 兆 9,827 億円が計上されています。また、平成 29 年 5 月に

成立した介護保険法等の一部を改正する法律（地域包括ケアシステム強化法）に基

づく「保険者機能の強化」の施策として、保険者機能強化交付金 200 億円が創設され

ます。これは、自立支援や介護予防などで成果を上げた市町村や、それらを支援する

都道府県を評価して国からの交付金を増額するという財政的インセンティブを付与す

↑URL をクリックすると厚労省のホームページへジャンプします。 

http://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/18syokanyosan/dl/gaiyo-12.pdf
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るものです。 

「認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）」関連では、「認知症高齢者等にや

さしい地域づくりのための施策の推進」として、先駆的な取組みの共有や広域での連

携体制の構築、若年性認知症の本人の状態やライフステージに応じた適切な支援、

成年後見制度の利用促進のための体制整備等に係る取組みを含め 97億円が計上さ

れています。 

その他、介護職員処遇改善加算について、加算の新規取得や、より上位の区分の

取得に向けて、社会保険労務士など専門的な相談員を事業所に派遣して助言・指導

等を行う、介護職員処遇改善加算の取得促進支援事業 2.2 億円が新設されるなど、

適切な介護サービス提供に向けた取組みが推進されます。 

【平成 30 年度予算案の概要（老健局）】 

http://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/18syokanyosan/dl/gaiyo-13.pdf 

 
 

 福祉人材確保関係 

１．保育人材の確保施策 

○保育対策総合支援事業補助金の拡充（以下は、いずれも概算要求 381.4 億円の

内数） 

・保育補助者雇上強化事業  

保育園等における保育士の業務負担を軽減し、保育士の離職防止をはかることを

目的として、保育士の補助を行う保育補助者の雇上げに必要な費用を補助する。 
 

・保育体制強化事業  

清掃業務や遊具の消毒、給食の配膳、寝具の用意、片付けといった保育に係る周

辺業務を行う者の配置の支援を行い、保育士の業務負担の軽減をはかる。 
 

・保育士資格の取得支援  

保育士資格の新規取得者の増加をはかるため、資格取得支援に関する各事業の

対象者の拡大や支給要件の緩和等を実施する。 
 

・保育士・保育園支援センター設置運営事業  

 

・保育園等における ICT 化促進等事業（【参考】平成 29 年度補正予算案 12.9 億円） 

 

↑URL をクリックすると厚労省のホームページへジャンプします。 

http://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/18syokanyosan/dl/gaiyo-13.pdf
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２．介護人材の確保施策 

○地域医療介護総合確保基金の活用 

・介護人材の総合的な確保【一部新規】【事項要求】 

「介護に関する入門的研修の実施からマッチングまでの一体的支援事業」、「将来

の介護サービスを支える若年世代の参入促進事業」、「介護福祉士国家資格の取得

を目指す外国人留学生の受入環境整備事業」を新たにメニューに位置付ける。 

 

○生活困窮者就労準備支援事業費等補助金の活用  

・介護のしごとの魅力発信等特別対策事業【新規】【推進枠】        365 百万円 

介護人材の確保が一段と厳しくなるなか、介護の仕事の魅力・社会的評価の向上

をはかり、多様な人材の参入を促進するため、介護を知るための体験型イベントの開

催や先駆的・効果的な事例の展開、専門人材として活躍が期待される外国人留学生

等に対する支援等の実施を通じて、介護人材確保対策の底上げをはかる。 

（【参考】平成 29 年度補正予算案） 

・介護福祉士国家資格の取得を目指す外国人留学生に対する就学資金等の貸付け 

14 億円 

在留資格「介護」の創設に伴い、介護福祉士国家資格の取得を目指す外国人留学

生の受入環境の整備を早期にはかりつつ、国内での介護人材の確保を加速化するた

め、介護福祉士修学資金等の充実を図る。 

 

・小規模法人のネットワーク化による協働推進事業【新規】【推進枠】   627.9百万円 

地域共生社会の実現に向け、小規模な社会福祉法人等による地域貢献事業の推

進をはかるため、複数法人が参画するネットワークを構築し、ネットワーク参加法人に

よる協働事業の試行、これらの事業の実施に必要な合同面接会や合同研修、人事交

流等の取組みを推進する。 

〇被災地（福島県）における福祉・介護人材確保事業【一部新規】 

198 百円（85 百万円） 

就職準備金に係る貸付限度額の引上げ（30万円→50万円）をはかるとともに、貸付

対象者に県内から避難解除区域への帰還者を追加するほか、全国の福祉・介護サー

ビス事業所から、避難解除区域の介護施設への応援職員を出向させるために必要な

支援を行う。 
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■ 年頭にあたり 全社協会長 斎藤 十朗 
 

1 月 4 日（木）、全社協の年頭挨拶式において、斎藤会長から職員に向けて次のよ

うな挨拶がありました。 

 

平成 30 年の新春を迎え、謹んでお慶び申しあげます。 

 

本年は、本格的な景気回復とともに、社会保障や社会福祉についても力強く前進し

ていくことが見込まれます。 

 

政府においては、「人づくり革命」、「生産性革命」や「我が事・丸ごと地域共生社会」

等、一億総活躍社会の実現に向けた取組が推進され、平成 30 年度政府予算案に、

相当な予算の確保がなされました。また、全世代型社会保障への改革の流れのなか、

年度途中にも新しい制度・政策・予算が生まれてくるものと思います。 

 

このような情勢にあって、我われは、いつも申しあげているように、アンテナを高くし、

正確な情報収集と予算の適格な活用により、わが国の社会福祉全体の充実・向上に

向けた活動を展開してまいりたいと存じます。 

 

一年を通じて健康であり、活気ある福祉の仕事、職場となりますよう、心より期待して

年頭のご挨拶とさせていただきます。 

 

 

 

  

Topics 
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■ 地域共生社会の実現に向けた社会保障・福祉制度改革に向

けた取組み等を確認～政策委員会幹事会（第 5回） 
 

平成 29 年度第 5 回となる全社協 政策委員会幹事会（委員長：大阪府社協 常務

理事 井手之上 優 氏）を 12 月 22 日に開催しました。 

同日に閣議決定された平成 30 年度予算案及び税制改正大綱等をもとに、各分野

における政策委員会の対応と今後の重点課題等について確認しました。 

 平成 30年度介護報酬、障害福祉サービス等報酬改定等 

平成 30 年度は、「経済・財政再生計画」に基づく集中改革期間の最終年度にあた

り、歳出改革の着実な実行を求める建議等が示されるなか、12 月 18 日の大臣折衝を

経て介護報酬は全体で＋0.54％、障害福祉サービス等報酬は同じく＋0.47％の改定

率となりました。 

社会保障費の一層の抑制が求められる状況下にあって、プラス改定を評価する一

方でサービス別の単価は今後決まっていくため、現場の実情に即した報酬単価となる

よう、引き続き動向を注視して政策委員会としても必要な対応をはかることを確認しま

した。 

あわせて、子ども・子育て会議で検討がすすむ保育所等の「公定価格」については、

検証の根拠とされる経営実態調査の結果が、現場の実態を十分に反映しているとは

考えにくいこと、保育サービス等の質向上への財源確保がなされないままに適正化の

議論がすすむことへの懸念等の意見が出されました。 

 福祉・介護人材、保育士のさらなる処遇改善 

12 月 8 日、政府は「人づくり革命」と「生産性革命」の 2 つの大きな柱とする総額 2

兆円規模（消費税増収分 1.7 兆円、企業拠出 0.3 兆円）の「新しい経済政策パッケー

ジ」を閣議決定しました。 

「人づくり革命」では、保育士や介護人材、障害福祉人材のさらなる処遇改善が盛り

込まれています。 

具体的には、保育士に関しては、今年度の人事院勧告に伴う賃金引上げに加え、

2019 年（平成 31 年）4 月からさらに 1％（月 3,000 円相当）の賃金引上げを行うとして

います。 

介護人材及び障害福祉人材に関しては、これまでの処遇改善の取組みを一層す

すめるため、他の介護職員などの処遇改善にこの処遇改善の収入を充てることができ

るよう柔軟な運用を認めることを前提に、介護サービス事業所における勤続年数 10 年

以上の介護福祉士について月額平均 8万円相当の処遇改善を行うことを算定根拠に、
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公費1,000億円程度を投じ、処遇改善を行うこととされています（実施時期：2019年 10

月）。 

福祉・介護人材、保育士の処遇改善をはじめとする確保・育成・定着に向けた諸施

策が福祉現場の処遇改善に資するものとなるよう、引き続き、加算の算定要件や研修

の受講機会の確保等の条件整備と必要に応じての課題提起をはかることを確認しまし

た。 

 継続検討の公益法人等課税への対応 

社会福祉法人などの公益法人等への課税は、与党の平成 29 年度税制改正大綱

（平成 28年 12 月 8日決定）において、社会福祉法人制度改革の効果をよく注視する

こと、また「課税のあり方について引き続き検討を行う」とされました。 

「平成 30 年度税制改正大綱」では、こうした記述はありませんでしたが、今後とも政

策委員会として構成組織が一体となって社会福祉法人制度改革への着実な取組みを

すすめ、社会福祉法人の役割と意義の提示とともに、現行社会福祉法人税制の堅持

とイコールフッティングの議論への適切な対応をはかることとしました。 

 政策委員会「新たな社会的養育ビジョンに関する検討会」 

第 4 回幹事会にて設置を確認した検討会では、当面の対応課題として平成 30 年

度の都道府県推進計画の見直しへ向け対応をはかることを共通理解として取組みを

すすめる、との方向性を幹事会にて報告しました。 

都道府県計画の見直しを平成 31 年度に前倒し実施するため、厚生労働省は平成

29年内に計画の見直し要領を提示、平成29年度内に都道府県に通知する見込みで

す。 

厚生労働省が示す見直し要領では、 

  ① 里親等の包括的な支援体制を受けて、現行計画を上回る委託率を設定するこ

と 

  ② 社会的養護関係施設の養護可能な児童数は、①の里親委託数を踏まえた算

出となること 

  ③ さらに小規模化、地域分散化は多機能化などの手引書のもとに、あらためて都

道府県での計画の見直しになること 

等の考え方が提示されます。 

都道府県が計画の見直しをすすめるにあたり、社会的養護関係施設関係者は現場

実態を踏まえ、都道府県段階における既存大舎等本体施設（ケアの小規模化の課題）

の今後の運営上の取り扱いなどを含め、都道府県行政と推進計画についての十分な

協議、確認をはかることが必要であることを共通理解としました。 
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 平成 30年度以降の社会保障・福祉制度改革を見据えた取組み 

諸制度改革をめぐって平成 30 年度は、介護保険制度の見直し、改正障害者総合

支援法の施行とともに、生活困窮者自立支援制度改革や地域共生社会の実現に向

けた施策などの具体化がすすめられます。それぞれの施策の推進においては、社会

福祉協議会、民生委員・児童委員、社会福祉法人・福祉施設等が果たす役割は大き

く、また一層の連携のもとで各地域の実態をふまえた福祉向上への取組みをすすめ

ていく必要があります。 

政策委員会では、各分野での制度改革をめぐるこの間の議論の経過、結論と引き

続の検討課題、施行段階における課題の検証等を行いながら、平成 30 年度以降の

社会保障・社会福祉制度改革を見据えた課題提起と対応を平成 30 年度事業計画に

盛り込み、取組みをすすめることを確認しました。 

 

 

■ 地域における乳幼児期からの子ども・家庭支援を考える～平成

29年度 子どもの育ちを支える、子ども・子育て全国フォーラム 
 

12 月 12 日、全社協は、「平成 29 年度 子どもの育ちを支える、子ども・子育て全国

フォーラム」を開催しました。 

子ども家庭福祉関係者が、身近な地域において、複合化した生活課題等を抱える

子ども・子育て家庭に対し、多様な地域資源と連携した支援を行うことの意義とその方

法について、具体的な取組みをふまえて考えることを目的として開催し、全国から 170

名を超える参加者が集いました。 

はじめに、基調講義Ⅰ「地域における乳幼児期からの家庭支援の動向とこれからの

取り組み」と題して、淑徳大学 教授の柏女 霊峰 氏に、多様なニーズを抱えた子育

て家庭に対して、地域のさまざまな社会資源が、乳幼児期から協働して支援を行うた

めの「子どもの育ちを支える新たなプラットフォーム」づくりとの視点から講義をいただき

ました。 

続いて、基調講義Ⅱ「『地域共生社会』の実現と子ども・子育て支援」では、ルーテ

ル大学大学院 名誉教授の和田 敏明 氏に「地域共生社会」の理念とその実現に向

けた、地域における支援体制構築の方法について学びました。 
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午後からは、「乳幼児期からの家庭支援の取り組み事例をもとに、これからの地域に

おける子ども・家庭支援を考える」をテーマに、シンポジウムを行いました。自治体、認

定こども園、乳児院、NPO 法人の 4 つの異なる立場から、現在実践している多様な地

域資源と連携した子ども・家庭支援の取組みをお話しいただいたあと、地域で多様な

機関・団体が連携する際のノウハウや、支援の対象を拡げていくための工夫について

意見を交換しました。 

 

参加者一人ひとりが、社会福祉施設をはじめとする子ども・家庭福祉関係者が、地

域の子ども・子育て家庭へどのような支援・かかわりを行うことができるのかを考え、今

後、自らの地域や施設で取組むための契機となりました。 

 

 

■ 平成29年度施設長実学講座（第４回）を開催～日本福祉

施設士会 
 

日本福祉施設士会（会長 髙橋 紘）は、12 月 11～12 日、平成 29 年度施設長実

学講座（第 4 回）を開催しました。今回は「福祉施設長のコミュニケーション強化」を

テーマに、全国から 22 名の参加がありました。 

両日とも、学校法人産業能率大

学総合研究所講師の平井 美知

子 氏より、福祉施設長とコミュニ

ケーション能力、対人力の発揮、

問題解決に必要な論理的思考（ロ

ジカルシンキング）等について、講

義と演習を行いました。 

参加者からは、「福祉施設長の

コーディネーター：室田 信一氏 シンポジスト：左から松本 幸夫氏、山崎 美和子氏、栗延 雅彦氏、

坂本 純子氏 

講座の様子 
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コミュニケーション能力の必要性について多角的に理解できた」、「問題を様々な角度

から分析することによって改善策を見出す演習ができて良かった」との感想をいただき

ました。 

 

 

■ 身障協の重点課題「障害者の権利擁護・虐待防止」を焦点に

～第 7回職員スキルアップ研修会 
 

全国身体障害者施設協議会（会長 日野 博愛／以下、身障協）では、「『適切なケ

ア』によるサービスの質の向上に向けた取組み」を事業の重点として位置づけており、

具体的な取組みの一つとして、職員スキルアップ研修会を実施しています。 

7 回目となる今回は、12 月 11～12 日、横浜市において、160 名の参加者を得て開

催しました。 

今回はとくに、身障協の重点課題である「障害者の権利擁護・虐待防止」に焦点を

あてた研修を企画しました。 

「個別支援の実現に向けたケアガイドライン（改訂新版）」（以下、ケアガイドライン）を

活用し、事前課題として「参加者自身が日々の利用者へのケアを振り返り、自施設で

のケアにおける課題点や解決方策」などを整理したうえで、研修会に参加いただきま

した。 

１日目は、日野会長による基

調報告の後、白江 浩副会長

よる講義が行われ、障害者の

権利についての歴史的背景や

制度・施策等の変遷をふまえ、

権利擁護・虐待防止に向けた

職員について学びました。 

また、グループ討議では、参

加者が各々持ち寄った事前課

題を基に、障害者の権利擁

護・虐待防止の視点に基づいたケアのあり方について議論し、他施設の利用者への

ケアに対する視点や取組みを共有し、自施設における課題解決に向けたヒント等を学

びました。 

その後、田原 薫副会長より、身障協のケアスタンダードとして位置づけているケア

ガイドラインを活用した利用者の権利擁護・虐待防止に向けての取組みについて講義

を行いました。 

基調報告を行う日野会長 
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2 日目は、「利用者一人ひとりに応じた個別支援計画の作成」「重複障害のある利用

者へのケアのあり方」「医療的ケアの必要な利用者への対応」の 3 つのテーマに分か

れて分科会を行い、それぞれ事例発表をふまえて取組みのポイント等について議論

を深めました。 

 

 

■ リスクマネジメントへの理解を深め、さらなる取組強化をはかる

～平成 29年度上級リスクマネジャー養成講座 
 

全国社会福祉法人経営者協議会（会長 磯 彰格）では、12 月 12～13 日、「平成

29 年度上級リスクマネジャー養成講座」を 54 名の参加者を得て開催しました。 

本講座は、初級リスクマネジャー養成講座修了者を対象に、社会福祉法人・施設が

行うべきリスクマネジメントへの理解を深め、各法人・施設における、さらなるリスクマネ

ジメントへの取組強化をはかることを目的とし、毎年開催しています。 

サービスの質向上のためのマネジメント体制の構築や判例解説を用いた介護事故

等に対する法的責任のあり方、事故後の対応、災害時など緊急時におけるリスク軽減

の考え方等について各講師から解説いただきました。また、初級修了者が各法人・施

設で実践してきたリスクマネジメントの実践の共有や緊急時のシミュレーションを行うこ

とによって、初級修了者がリスクマネジメントの仕組みの見直しや改善、組織づくりに

ついて知見を広げ、リスクマネジャーとしてのステップアップにつながる研修となりまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

講座の様子 



 

22  

■ 組織内のキャリアパス構築に向けた方法を学ぶ～福祉職員キャ

リアパス対応生涯研修課程 上級管理者研修会 

 
12月18～19日、中央福祉学院（ロフォス湘南）において、福祉職員キャリアパス対応

生涯研修課程 上級管理者研修会を開催しました。 

同研修会は、平成29年度現在、全国38都道府県・政令指定都市で実施されている

福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程の最上位の受講者層となる施設長等統括責

任者を対象とした研修会で、昨年度に続き2度目の開催となりました（参加者：45名）。 

2日間にわたる研修会では、トップマネジメントとしての基本的な役割や、自らのキャ

リアデザインの方法、各法人・事業所におけるキャリアパス構築の方法等について、講

義や演習を通じて学びました。 

とくにキャリアパスの整備・充

実に向けては、診断シートを用

いて各法人・事業所の自己診

断を行い、現状を把握するとと

もに、キャリアパス構築や人材

マネジメントに関する課題の整

理と解決策をグループワークで

検討して学びを深めました。 

最終的には各法人・事業所

における重点目標及びアクションプランを策定するとともに、受講者各自の5～10年後

のキャリアデザインをまとめ、今後の取組みにつなげました。 

  

研修会の様子 
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■ 【内閣府】第 33回子ども・子育て会議【12 月 15日】 

公定価格に関する議論。 

http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/meeting/index.html 

■ 【財務省】平成 29年度補正予算【12 月 22日】 

追加歳出は 2 兆 7,073 億円とし、「生産性革命」や「人づくり革命」の関連施策など

に重点配分し、財源の一部は、建設国債を 1 兆 1,848 億円追加発行する。30 年度予

算案とあわせ、来年 1月の通常国会に提出される。 

http://www.mof.go.jp/budget/budger_workflow/budget/fy2017/hosei1222.htm 

■ 【財務省】平成 30年度予算政府案【12 月 22 日】 

予算案における一般会計の総額は 97 兆 7,128 億円となり、平成 29 年度当初予算

を 0.3％、2,581 億円上回り、6 年連続過去最大となった。 

http://www.mof.go.jp/budget/budger_workflow/budget/fy2018/seifuan30/index.htm  

■ 【内閣府】第 40回障害者政策委員会【12 月 22日】 

障害者基本計画（第 4次）の策定に向けた障害者政策委員会意見（案）がとりまとめ

られた。 

http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/seisaku_iinkai/index.html 

 
 

 

■ 平成 28年度 全国ひとり親世帯等調査の結果【12 月 15日】 

母子世帯数は 123.2 万世帯（前回 123.8 万世帯）、父子世帯数は 18.7 万世帯（同

※ 政策の動きや審議会等の会議情報、厚生労働省新着情報等をお知らせします。 

 

 

 

 

 

詳細につきましては、全社協・政策委員

会サイト内「社会保障・福祉政策の動向

と対応」をご覧ください。 

http://zseisaku.net/ 
 

社会保障・福祉政策情報 

厚生労働省新着情報より 

政策動向 

http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/meeting/index.html
http://www.mof.go.jp/budget/budger_workflow/budget/fy2017/hosei1222.htm
http://www.mof.go.jp/budget/budger_workflow/budget/fy2018/seifuan30/index.htm
http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/seisaku_iinkai/index.html
http://zseisaku.net/
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22.3 万世帯）で、平均年間収入（母又は父自身の収入）はそれぞれ 243 万円（同 223

万円）、420 万円（同 380 万円）、世帯の平均年間収入はそれぞれ 348 万円（同 291

万円）、573 万円（同 455 万円）であった。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000188138.html 

■ 診療報酬・介護報酬・障害福祉サービス等報酬改定について【12 月 18日】 

6 年に一度となる診療・介護・障害サービスの報酬の同時改定は、診療報酬が△

1.19％（医師の人件費などの本体部分は＋0.55％）、介護報酬は＋0.54％と臨時改定

を除くと 6 年ぶりのプラス改定、障害福祉サービスが＋0.47％となった。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000188402.html 

■ 第 20回社会保障審議会福祉部会【12 月 19 日】 

退職手当共済制度(保育所等)の公費助成に関する議論及び社会福祉法人制度改

革の実施状況の報告等が行われた。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000137867.html 

■ 第６回今後の障害者雇用促進制度の在り方に関する研究会【12 月 22日】 

これまでのヒアリング等をふまえた意見交換が行われた。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000189474.html 

 

■ 障害者優先調達推進法に基づく国等による障害者就労施設等からの調達実績

（平成 28年度）【12 月 27日】 
 
障害者就労施設等からの物品の調達額は約31億円、役務の調達額は約137億円

であった。平成 28 年度の調達実績は、平成 27 年度と比べ約 13.92 億円の増加で

あった。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000189832.html 

 

■ 平成 28 年度都道府県・市区町村における障害者虐待事例への対応状況等（調

査結果）【12 月 27日】 
 

養護者による障害者虐待の相談・通報件数については、平成 27 年度から 4％増加

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000188138.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000188402.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000137867.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000189474.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000189832.html
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(4,450 件→4,606 件)。虐待判断件数については 4％減少(1,593 件→1,538 件)してい

る。虐待行為の類型は、身体的虐待が 63％と最も多く、次いで心理的虐待が 32％、

経済的虐待が 24％、放棄・放置が 16％、性的虐待が 4％の順となっている。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000189859.html 

 

  

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000189859.html
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開催日 会議名 会場 担当部 

1 月 10～11 日 
平成 29 年度 ホームヘル

プの質を高める研修会 
全社協 5階会議室 地域福祉部 

1 月 16～17 日 

平成29年度 リーダー養成

ゼミナール修了生フォロー

アップ研修会 

全社協 5階会議室 
高年・障害福

祉部 

1 月 17～18 日 
平成 29 年度 社会福祉法

人 経営塾 
全社協 5階会議室 法人振興部 

1 月 17～19 日 
第 22 期リーダー養成ゼミ

ナール（後期面接授業） 
全社協 5階会議室 

高年・障害福

祉部 

1 月 17～19 日 
平成 29 年度 全国児童養

護施設中堅職員研修会 
全社協・灘尾ホール 児童福祉部 

1 月 19 日 

平成 29年度 都道府県・指

定都市社協災害ボランティ

アセンター担当者連絡会議 

全社協 5階会議室 地域福祉部 

1 月 22 日 

平成 29 年度 社会福祉法

人 労務管理セミナー（西

日本） 

新大阪江坂東急REI

ホテル 
法人振興部 

1 月 22～23 日 
平成 29 年度 障害者虐待

防止リーダー職員研修会 
全社協・灘尾ホール 

高年・障害福

祉部 

1 月 24～25 日 
全国厚生事業団体連絡協

議会 全国研究会議 

全社協・灘尾ホール 

他 

高年・障害福

祉部 

1 月 29～30 日 
平成 29 年度 第 5 回施設

長実学講座 
全社協 5階会議室 法人振興部 

1 月 30 日 

平成 29 年度 社会福祉法

人 労務管理セミナー（東

日本） 

ホテル JAL シティ田

町・東京 
法人振興部 

1 月 30～31 日 
平成29年度 ファミリーソー

シャルワーク研修会 

TOC 有明コンベン

ションホール 
児童福祉部 

  

全社協 1 月日程 
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平成 29年度『認知症の人とともに暮らす地域づくりセミナー』 

若年性認知症の人と家族の暮らしを支える地域づくりの視点とは～当事者と

家族の地域生活を支えるために、求められる視点と支援のあり方～ 

参加者募集中 

 

「認知症の人とともに暮らす地域づくり」をすすめるうえで、本人や家族の想いに向

き合い、寄り添う視点が重要です。そして、地域生活の継続を支えるために、心理・医

療、社会参加、就労、経済保障等あらゆる分野におけるインクルーシブな支援の視点

が必要になります。 

本セミナーは、若年性認知症の人と家族が住み慣れた地域で暮らし続けることがで

きる地域づくりを考えるために必要な視点と、「支える」「支えられる」を固定しない実践

等からの学びを得ること。また、関係者間での共有をはかることを目的に開催します。 

 

主 催  社会福祉法人 全国社会福祉協議会 

日 時  平成 30 年 2 月 16 日（金）13：00～17：00 

会 場  全国社会福祉協議会 会議室 

（東京都千代田区霞が関 3-3-2 新霞が関ビル） 

定 員  80 名 

参加対象  認知症の人の支援活動の実践者、中間支援組織、当事者、行政職員等 

参 加 費  3,000 円 

申込締切  平成 30 年 2 月 5 日（月） ※定員に達し次第締め切る場合があります。 

 

プログラム 

①基調講義「認知症の人とともに暮らすまちづくりに必要な視点とは」 

認知症介護研究・研修東京センター 研修企画主幹 中村 考一 氏 

②講演「『ともに、よりよく生きる』を考えよう ～認知症の人の声～ 」 

NPO 法人 認知症当事者の会事務局／のぞみメモリークリニック看護師 水谷 佳子 氏 

 

 

インフォメーション 

セミナーの概要 
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③実践報告・ディスカッション 

〇 家族として、支援者（専門職）としての経験から 

東京都・八王子認知症家族サロン ケアラーズカフェわたぼうし前運営者 

埼玉県・三芳町社会福祉協議会                          新井 尚子 氏 

〇 地域での活躍の場を創る・広げる取り組み（若年性認知症の人が子ども食堂のスタッフに）  

埼玉県・三芳町社会福祉協議会 主査                      古賀 和美 氏 

〇 地域における支援体制の構築をめざす専門職の役割と活動 

若年性認知症支援コーディネーター／愛知県若年性認知症総合支援センター室長 

山口 喜樹 氏 

 

【開催要綱・申込書のダウンロードはこちら】 

http://www.shakyo.or.jp/news/20171228_ninchisho.pdf 

 

【問合せ先】 

社会福祉法人全国社会福祉協議会 高年・障害福祉部（担当：藤咲、松山） 

TEL 03-3581-6502 FAX 03-3581-2428 

  

↑URL をクリックすると全社協ホームページにジャンプします。 

http://www.shakyo.or.jp/news/20171228_ninchisho.pdf
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平成 29年度職場研修担当者研修会 

施設職員コース(第 2回) 受講者募集のご案内 

 

社会福祉法人・福祉施設においては、福

祉・介護人材の不足が懸念されるなか、法人・

施設並びに地域社会にとって有為な人材を

活用し、求められる役割を果たしていくことが

必要です。そうした人材の育成や定着をはか

るため、OJT をはじめとする「職場研修」の重

要性がますます高まっています。 

本研修会は、「職場研修」の運営実務に関

する知識、及び技術の習得をはかることを目

的とし開催いたします。 

 

 

 

日 程 平成30年2月5日（月）～7日（水） 

会 場 中央福祉学院（神奈川県三浦郡葉山町） 

受 講 料 10,300円 

受講対象 社会福祉法人・施設等において「職場研修」を推進している職員等 

内 容 プログラム（予定）は受講案内をご参照ください。 

申込方法 下記URLより、「受講案内」をダウンロードいただき、必要事項を記入のうえ 

郵送またはFAXにてお申し込みください。 

申込締切 平成30年1月23日(火)必着 ※定員に達し次第締切。 

そ の 他 本研修会で使用するテキストは、本会出版部発行の『福祉の「職場研修」 

マニュアル』です。別途ご購入いただき、ご持参ください。ご注文は、全社 

協出版部受注センター（TEL 049-257-1080）で承ります。 

 

詳細につきましては、中央福祉学院ホームページ

をご覧ください。 

http://www.gakuin.gr.jp/ 

↑画像をクリックするとホームページにジャンプ
します。 

研修の概要 

http://www.gakuin.gr.jp/
http://www.gakuin.gr.jp/
http://www.gakuin.gr.jp/training/course1313.html
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【受講案内・申込書のダウンロードはこちら】 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course1313.html 

 

【問合せ先】 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 中央福祉学院 

〒240-0197 神奈川県三浦郡葉山町上山口1560-44 

TEL 046-858-1355（平日9:30～17：30） FAX 046-858-1356 

  

↑URL をクリックすると中央福祉学院のホームページにジャンプします。 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course1313.html
http://www.gakuin.gr.jp/training/course1313.html
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全社協の新刊・月刊誌 

 

出版部で発売した図書と月刊誌の特集をご案内いたします。いずれの書籍も読者

の関心が高いテーマや重要な課題をとりあげています。関係者皆様への周知にご協

力くださるようお願いいたします。 

 

 

 

●特集「みんなでつくる共生型サービス」 

『ふれあいケア』1 月号 

現在、国は高齢者や障害者、子どもなど、すべて

の人々が生きがいをもち、共に地域をつくっていく

「地域共生社会」の実現をめざしており、複合的課題

を抱える人への支援の必要性や高齢者と障害児・者

が同一の事業所でサービスが受けやすくなるよう制

度整備がすすめられています。 

具体的な施策の一環としては、平成 30 年の介護

報酬改定で「共生型サービス」を創設する予定です。 

共生型サービスについての概要や制度などの流

れ、現状とともに各地の取組みについて紹介し、共生

型サービスの可能性を検討します。 

（12 月 20 日発売 定価本体 971 円税別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図書・雑誌 
詳細につきましては、出版部ホームページをご覧く

ださい。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/ 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2942&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2942&_class=120101&_category=17807
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
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●特集「平成 29年度『生活保護査察指導に関する研究協議会』から」 

『生活と福祉』12 月号 

本号では 9 月 13～15 日に開催された平成 29 年

度「生活保護査察指導に関する研究協議会」の模様

をお伝えします。 

査察指導員に求められる役割や留意点、理想的な

組織運営のあり方、年金調査の実際についての報告

等を掲載しています。振り返りや事務所内の情報共

有に是非ご活用ください。 

（12 月 20 日発売 定価本体 386 円税別） 

 

 

【問合せ先：出版部 TEL 03-3581-9511】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜レポート送付先＞ 

本レポートは、報道関係者、都道府県・指定都市社協、種別協議会等協議

員、政策委員会委員、本会理事・評議員の方々にお送りしています。 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2943&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2943&_class=120101&_category=05595

